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金融審議会「暗号資産制度に関するワーキング・グループ（第 4 回）」委員の発言 

 

 

■永沢 裕美子委員 

 

はい、途中退出になります関係で、最初に発言させていただきたいと思います。まず、皆様

ご説明を丁寧なご説明いただきありがとうございました。 

 

特に事務局からご説明いただいた内容について、私は基本的にはこれまで多くの委員が、こ

の場で示した懸念等を踏まえて慎重に準備いただいた内容であり、全体として賛成してお

ります。 

 

その上で自分で感じたことを私は自己責任を全うするできるもののみがこの市場に参加、

取引に参加することが経済それからこの業にとってもいいのではないかという立場から、

まず最初に事務局資料について 1 とそれから 2 と 5、それから最後に自主規制機関の JVCEA

様に質問をさせていただきたいと思っておりますます。 

 

事務局資料の業規制のところでございますけれども、先ほど申しましたように全体に賛成

でございます。 

 

5 ページのところの兼業、各論のところに入っていきますけれども、兼業につきましてはこ

こ全部賛成なんですけど、やはり行政が金融庁がこれから起こりうるリスクを十分に検討

する機会というのを与えて差し上げるというか、そういう機会が持たれることがとても必

要だと思っておりますので、ここにある事前チェックというところについては私は大変妥

当な極めて妥当なものだというふうに考えております。 

 

それから 9 ページのところにまいりますけれども、責任準備金のところになりますけれど

も、過去の流出事案についても大型の事案があり、それが結局泣き寝入りということに終わ

ってしまったという残念な過去の事件を踏まえますと、流出事案への速やかな対応という

のは大変重要なことだと思っております。 

 

その意味で、ここに書いてあるような保険加入を義務付けるということについては、そうい

う保険が実際に成り立ち得るのかという課題はあると思いますけれども、これはそういう

ような保険の仕組みを作って対応していただくことが必要かと思います。 

 



そしてまたあとの方に関係しますけど、16 ページのところでしたかね、管理人についても

他の市場制度ワーキングの方でご検討いただいているものをこちらにということですけれ

ども、これも極めて重要であると思っております。やはり速やかに対応していくことが求め

られていますので、そのような体制を整備していくことが必要かと思います。 

 

11 ページの方になりますけれども いろんなことを前後してたくさんのことを提案いただ

いているので前後してしまいますが、業務管理体制のところ、全て 1 から 4 下のところ青

字になっている 1 から 4、出していただいておりますけど、等と書いてあるところですけど

も、特に重要だと思っておりますが、その中でも極めて重要なものが私は先ほど申し上げま

したような立場から申しますと、特に 2 ですね。この伝統的な金融商品とは大きく異なる

商品性であるということに鑑みますと、この 2、どのようにして具体的にこの顧客がリスク

負担の、いわゆる適合性の原則に関するようなところですかね、この辺どのように具体化し

ていくのかという、この法律より下のところで決めていくことになると思いますけども、十

分に検討が必要であろうと思っております。 

 

それから 13 ページのところになりますけれども、これも退出時の適切なこれさっき申し上

げましたけれども、管理人を置くということについては非常に重要なことだと思っており

ます。16 ページとも関わりますがその辺は大事だと思っております。 

 

すいません。あのご説明いただいた中でずっと話しておりますので それから 21 ページに

なりますけれども、銀行保険会社の本体のこの業に関わることについてということで、金融

庁の方から説明がありましたけれども、強く賛同いたします。 

 

やはり本体でこの業務に関わることは、先ほど冒頭でセキュリティについてのお話を説明

いただきましたけれども、十分な対応を進めていただいているとはいえ世の中で今起きて

いる直接関係ないにしてもいろんな起きている事件を考えますと、やはり銀行保険という

ところが揺らぐようなことがあってはいけないので、私はここはやはり金融庁のお考えに

強く賛同するところです。 

 

それから次に大きな 2 の方にもありますが、登録業者のところでございますが、ここは私

の本当に一番強く求めてきたところでございますので、全て賛成させていただきたいと思

います。 

 

その中でも 24 ページのところですけれども、金融商品取引業の対象とすることを通じて刑

事罰を強化することが適当ではないかというところですが、できたら 5 年ではなくですね

10 年にならないものかと思っております。 



 

私、被害救済に当たっていらっしゃる弁護士の先生の話を聞くと、5 年であると、かなり執

行猶予になって結局そのままということが多いようで、やはりもう少し厳しい刑罰を法律

の方で求めておかないと十分な実効性のある取り締まりはできないんじゃないかというふ

うに素人ながらお話を聞きながら感じているところです。 

 

それから民事効の創設はこれは大変望ましいことだと思っております。未公開株詐欺の時

に作っていただいたものだというふうに認識しておりますけれども、大変実効性のある被

害者に寄り添った対応だったと評価しております。 

 

ここにおいても、この分野の被害は大変未公開株詐欺にも勝るとも劣らない状況でござい

ますので、いろんなことが書いてございますけども、これは被害トラブルからの早期に関わ

っている気の毒な方を解放するためには意味のあることですのでぜひ入れていただきたい

と思っています。 

 

それから 25 ページになりますけれども、ヒアリングしていただいて、いろんな取り組みを

自主的な取り組みの委員をなさっている業者があるということのご紹介もありました。 

 

法律で求めることはなかなか難しい、金融庁から求めることは現時点ではもしかしたら難

しいと思いますけども、より良い取り組みを市場参加者、利用者を保護するためにより良い

取り組みをされているところについては、例えば名前リストを公表するようなことをして、

やはりこのような取り組みを推奨していくことが必要であり、自主規制機関の方で法律に

頼らず自主的にそういったところを応援するようなことで市場をより良いものにしていた

だきたいと思います。 

 

27 ページの犯則事件とすることについても強く賛成いたします。また 29 ページ欧州の

MiCA でいろいろと進んだ対応されているようですけれども、日本においても同様の対応

ができるようにすることに賛成です。 

 

事務局資料の最後の 5 になります。金融リテラシーの 62 ページのところでございますけど

も、やはりですねちょっと賛成なんですけども、やっぱり一部私は強く違和感を持っている

一言がございまして、需給関係によって決まる傾向が強いというふうな一言が書いてある

んですけど、確かに一部裏付けのあるものがあるということは認めますけれども、基本的に

需給関係によって決まるのであって、この傾向が強いという一番強い違和感を思えました。 

 

またこの分野は、教育というよりもやはりまずは啓発だと思っておりまして、自己責任が全



うできない人が入らないようにすることや無登録業者への取引の注意喚起ということを考

えますと、やはり特別な教材開発も、特別といっても大したものを作る必要はないんですけ

ど、J-FLEC や金融教育に関わっている人々と協議をして、今までの伝統的な金融商品とは

違うということも踏まえて実効性のある教材をやはり開発していくことが必要かと思って

おりますので、この点については私は金融経済局推進会議の委員をしている立場でもござ

いますので、ぜひこれはちょっと J-FLEC も相談させていただきたいと思っております。 

 

それから事務局への要望については以上なんですけど、JVCEA 様に 2 点ほど質問させてい

ただきたいと思います。 

 

10 ページに適合性確保の強化とありますけど具体的にどんなことをされているんですかと

いうことと、それからもう一つはですね、私の感じていることなんですけども、広告ですね。

テレビ広告あるいはつり革広告ですね。これについて会員事業者がいわゆる勧誘ではない

広告ですから自由に作られてもいいと思うんですけど、非常に昔で言えばファジーな広告、

なんとなく良さそうみたいな感じで自己責任を全うできるとは言えないような方を広く誘

うようなテレビコマーシャルやそれからつり革広告が見られるところでございます。それ

は私がそう思っているんですけれども、こういう広告について協会はどのように考えて対

応されているのかということについてご質問させていただきたいと思います。以上ですよ

ろしくお願いします。長くなってすいません。 

 

 

 

■回答 

 

協会事務局の方からお答えをします。まず 1 点目は顧客適合性の確認の強化というところ

でございます。これは第 2 回のワーキングでもちょっとご説明をしましたが、もともと私

どもの自主規制規則の中で取引限度額とか保有限度額というのを定めるということになっ

ております。 

 

会員の監査でありますとかモニタリングの指導においてはそれを遵守されているかどうか

を確認するということですけれども、2022 年ですか民法改正の時に 成人年齢の引下げがあ

りましたので、これを契機にしまして もう一度、各会員の状況でありますとか、これは確

認をした上でですね、監査先の対象でありますとか こういうことには役立てておりますし、

今、我々監査のリソースの関係でテーマを絞った監査を運営せざるを得ないんですけども 

この中でも利用者保護ということで、分野ということで取引開始基準でありますとか保有

限度額については確認をし、これは協会の規則に求められている事項があるか、満たしてい



るかどうか、また各会員のですね他の状況から見てもう少し努力してくださいというアド

バイスも含めましてですね指導しております。 

 

これをですねまた今後も強化していきたいと思っておりますし、特に取引限度枠とか保有

限度というのは多分利用者の方のそれぞれにあったというのを考えていくという世界だと

思いますので、これは一定のところで留まることではなくて引き続き各会員のビジネスモ

デルにあった体制運営ができるかどうかを指導していきたいという意味で、この強化とい

うふうな言葉を使っていただいております。 

 

2 点目ですけれども、広告につきましてはですねす、みませんちょっと広告まで我々が逐次

把握しているものではないのですが、私どももですね週次ぐらいで各会員のホームページ

でありますとか、見れるところはパトロールというか確認はさせていただいておりまして、

我々の自主規制規則の中にも広告の規定がございますので、こういったものを満たしてい

るかどうか、あるいはその誤認を招きやすいのではないかとかですね、こういったことにつ

いては注意をして会員に向けて注意喚起を行っているところでございます。 

 

今のご指摘ないしはありますので、今後そういったものの取り組みをもう少し強化してい

きたいなということも踏まえて今日の説明資料の中の強化取り組みはこれに限らず、こう

いったものも含めてここの場でいただいた意見を踏まえてやっていきたいと思いますので、

そういったものも一義的には会員の広告審査ということなんですけども、こういう広告審

査体制の確認も含めてやっていきたいと思っております。以上でございます。 

 

 

 

■河野 康子委員 

 

私も中途で退出させていただくということにしておりましてですね、初めに発言を求めた

いと思います。ご説明本当にありがとうございました。今回事務局から資料にそれから読ん

で、ご提案いただいた内容に関しましては私も消費者の立場から大筋として賛同いたして

おります。 

 

一般消費者としては、提示された個々の対策が物理的実態のない暗号資産の規制として必

要かつ十分であるかどうかの判断はとても難しいというふうに思っております。 

 

資料で整理いただいたように、資金決済法と金商法を合わせ技として適用することで、決済

手段としての規制と資産運用としての規制を講じることが今できる精一杯の対策であって、



そうした規制の下で、暗号資産取引や投資において、今後起こりうる様々な事態に対して監

視体制とフォローアップをしっかりと行うことで、暗号資産制度の効力を高めていくとい

うことが大事だというふうに受け止めております。 

 

その上で個別論点 3 点について申し上げたいと思います。まずサイバーセキュリティに関

する取り組みに関しては、このところ企業へのサイバー攻撃が頻発し、事業活動や社会生活

に不安を与えています。ブロックチェーンという特別な技術は安心の源であると同時にリ

スク要因でもあるというふうに思っておりますが、ではどこまでやるのかと考えると、資料

2 で示されているように流出事案対策である 3 線管理の徹底などガイドラインでの注意喚

起と個別の対策強化によるとすることが着地点とすると妥当ではないかというふうに思っ

ております 

 

続きまして、銀行保険会社等の子会社による暗号資産の取扱いについてです。2020 年に金

融庁の監督指針で銀行グループなどが暗号資産を投資目的で取得することなどを事実上禁

止とされているところでの今回の方針転換のご提案ですが、従前からのリスクは変わらず

存在しており、危惧は残っているというふうに思っております。 

 

そのようなご説明をしていただいているんですけれども、他方、海外の無登録事業者や DEX

などを通じた暗号資産取引などと比べ、コンダクトリスクなどへの取り組みが進んでいる

銀行保険会社グループなどにおいては相対的に社会からの信用度が高いと思われます。 

 

参入にあたっては財務内容や既存の金融システムとしての社会への影響を十分に考慮して

いただいて、一定の規制をかけつつ健全な体制整備を行ってほしいというふうに思いまし

た。 

 

3 点目は暗号資産投資に係る金融リテラシーの向上についてです。永沢委員もおっしゃって

いましたけれども、この金融リテラシーの向上というよりはスマホ 1 台で簡単に取引が成

立する暗号資産に対しては、その特性に留意しての啓発をしっかりと進めるべきだという

ふうに思っています。 

 

既存の金融商品においても詐欺的な投資関与によるトラブルや被害は頻発していて、暗号

資産にフォーカスするというよりは決済手段それから投資対象どちらにおいても様々なリ

スクがあることに対して注意喚起と啓発を粘り強く行っていっていただきたいというふう

に思っております。 

 

事業者側の健全な事業姿勢は当然として、先ほどの金融経済教育推進機構様での取り組み



に留まらずですね、今回から参加してくださっている消費者庁や国民生活センターを起点

とする自治体の消費生活センター、銀行や保険会社様など既存の金融サービスを提供して

いる企業の皆さん。加えて暗号資産での決済を導入している大手デジタルプラットフォー

ムなどにも協力を仰いで、他方面からのアプローチをしていただくように期待したいとい

うふうに思っております。私からは以上です。ありがとうございました。 

 

 

 

■有吉 尚哉委員 

 

多様な論点について取りまとめのご説明どうもありがとうございました。私からは資料 4 の

内容について、それぞれの項目についてコメントをさせていただくとともに、最後に少しだ

けサイバーセキュリティについてコメントを差し上げたいというふうに思います。 

 

資料 4 に書かれている内容について、基本的には私も賛成するところであります。 

 

その上でまず業規制との関係でありますけど、第一資金商品取引業と現行法の資金決済法

の暗号資産交換業の規制を合算するようなそういった方向性というのは賛成であります。 

 

ただ、規制の内容というか条文自体は既存の金融商品取引業と共通になるということであ

るとしても、やはり暗号資産交換業特有の状況もあると思いますので、規制運用はそういっ

た部分をよく反映した対応をしていただく必要があると思います。 

 

これは暗号資産固有の状況というのもあると思いますし、先ほど永沢委員の方からご指摘

があったように、宣伝広告のあり方もだいぶ既存の証券会社とは違う方向でなされている

ということもありますので、今後金融商品と位置づけていくにあたってそういった広告の

これまでのあり方がどうなのかということも含めて規制運用については暗号資産、暗号資

産業界の特殊性を考慮してご検討いただきたいと思っております。 

 

また今回の資料の中で業規制との関係は暗号資産の売買等を行う場合の規制について中心

に言及されているように思います。 

 

ただ、証拠金取引などの暗号資産デリバティブを行う場合であるとか、それから投資運用の

対象として暗号資産への投資も行うとこういった場合についても暗号資産特有の事情を考

慮した規制を検討していく必要があると思います。 

 



例えば暗号資産デリバティブを行う場合についても、新規取扱暗号資産の事前届出の規制

というのはこれは加えてもいいような気がいたしますし、一方でそのデリバティブについ

ては暗号資産デリバティブのみを取り扱う業者というのがいた場合には、兼業規制との関

係で売買等の場合と同じように、事前届出に規制緩和するということも検討してよろしい

のではないかと思います。 

 

また暗号資産投資を行う投資運用業についても、セキュリティ体制などは売買の場面と類

似の体制とするということも検討されるべきではないかと思います 

 

それから資金決済法上の現在の暗号資産交換業の規制と、それから金融商品取引業の規制

を足し合わせた結果、重複が生じて過剰規制にならないようにするとこういった配慮も必

要だと思います。 

 

例えば、責任準備金の規制を及ぼすとこれ自体反対するものではございませんが、暗号資産

交換業者には履行保証暗号資産制度も既に適用されているところでありまして、こういっ

たことも踏まえて、責任準備金の金額なのか積み方なのかどうすればいいのか。具体的なア

イデアがあるわけではございませんが、規制の合理性を確保する必要があると、過剰規制に

ならないようにする必要があるというふうに思います。 

 

それから無登録業者への対応の関係については、資料 4 にお書きになっているような対策

をぜひ進めていただきたいと思いますが、今回の制度改正にあたって、改めて海外の業者を

含めて無登録業者による暗号資産の販売が違法行為であるということは強く周知をしてい

ただきたいと思います。 

 

そういった活動を通じて無登録営業そのものだけではなくて、それ自体は暗号資産交換業

や投資助言に該当しないような行為であったとしても、SNS とか書籍とかこういったもの

で無登録業者からしか入手できないような暗号資産の紹介などをするような行為が違法行

為の片棒を担ぐような不適切な行為であるというようなことの認識が世の中に広まってい

くということを強く期待したいと思っております。 

 

それから DEX の関係について若干ご説明があって、現時点では制度的な手当ては行わない

とこういう方向性だと理解しましたし、その点については賛成であります。継続検討してい

くべき論点だと思います。 

 

ただ現行の暗号資産交換業の規制との関係でも、具体的な状況次第では DEX の開発者とか

設置者とかあるいは DEX につなぐ業者とか、こういった業者の行為が暗号資産交換業に該



当する場合もないわけではないというふうに思いますので、取りまとめの報告の際には、

DEX について現在の規制が全く及ばないというニュアンスにならないように表現を注視し

ていただきたいというふうに思います 

 

それからインサイダー取引規制の関係について 2 点コメントしたいと思いますが、取扱い

申請段階の暗号資産もインサイダー取引規制の対象に含めるというご方針について、背景

の問題意識は十分理解いたしますし、政策的にも合理性はあるというふうに思います。 

 

ただ、そういった暗号資産を取引するものからすると、業者が取り扱っていない暗号資産に

ついて、それが今、取扱い申請がされているのかされていないのかということを確認するこ

とは事実上不可能なのではないかと思うんですが、そうすると取引をする人がインサイダ

ー取引規制の対象になる暗号資産なのかそうでないのかが判明できないという事態が生じ

かねないように思います。 

 

それは規制としていかがなものかという気がいたしますので、そのあたりご検討いただく

必要があるのかなというふうに思いました。 

 

それから暗号資産に関する重要事実の関係についてでございますが、暗号資産が定義上決

済の手段の性質があるということも意識して重要事実を考える必要があると思います。 

 

例えば発行者以外のものが営む特定のサービス e コマースでもゲームでも何でもいいんで

すが、そういったサービスの決済にだけ使われる、そういった暗号資産があった場合に、そ

のサービスについて大きな変動が生じるとサービスを廃止するということもあれば、とて

も大きなアップグレードがあるという場合もあるかもしれませんが、そういった事象が起

きると事実上暗号資産の価格にも大きな影響を与え得るというふうに思います。 

 

そういった情報も重要事実として取り扱うべきだと思うんですが、今の資料 4 の 44 ページ

の 1 から 3 の類型で拾えるのかというと、やや疑問もあって、1 で無理やり拾えるのかもし

れませんが、ここは重要事実についてもう少しご検討いただく必要があるのではないかと

思いました。 

 

金融リテラシーの関係でありますが、永沢委員それから河野委員がすでにおっしゃってい

ただくことと通じるところかというふうに思いますけど、こういった暗号資産に関する啓

発活動、こういったものはぜひ進めていただきたいと思うんですが、その意味するところは、

いわゆる貯蓄から投資への流れの中で投資商品の一類型として暗号資産投資を促すという

ことでは全くなくてですね、基本的にはトラブル防止、自己責任の観点から説明されるべき



ものなのではないかと思います。 

 

そういった意味で暗号資産が投資信託などの他の伝統的な金融商品と同等のもので、リス

クを理解した上で積極的に投資してほしいと、こういうような誤ったニュアンスにならな

いように啓発活動を進めていただく必要があるというふうに私も強く思うところです。 

 

最後にサイバーセキュリティの関係ですが、先ほど資料 2 のご説明の中で今泉参事官の方

からご説明があったとおり、サイバーセキュリティについては自助とそれから共助、これを

うまくバランスを取って対応していくということが非常に重要であるというふうに思いま

す。 

 

どこまでが自助でどこからが共助なのか、場合によっては各業者の利害関係と正面から衝

突するという話になるのかもしれませんが、この部分についてぜひ当局とそれから自治体

団体の皆様にリーダーシップをしっかり発揮していただいて、うまい形で収めていただい

て、業界全体としてうまく進むように取り組んでいただきたいと強く思います。私からは以

上です。 

 

 

 

■小川 恵子委員 

 

本日、私からは 3 点。まず 1 つが損害の補填について、2 つ目が先ほどからお話があります

けれども業務管理体制について、3 つ目が銀行などの暗号資産取扱いについてコメントさせ

ていただきます。 

 

まず一つ目の損害補填についてですが、暗号資産の信頼ある社会〇〇。これ非常にハッキン

グのみならずだと思っております。交換業者の破綻 倒産 サイバーアタックなどによるシ

ステム障害、アクセス不能といったところから生じる損失と、こういった多方面の損害を補

填する仕組みというのは極めて重要と考えています。 

 

その中で 3 点、補填手段として先ほどお話がありました責任準備金。これは 1 つ各業者の

社内留保といったものになりますが、その他に各業者の社外での補償原資確保という意味

で先ほどお話があった保険。 

 

それから 3 つ目として、業態で共通のバックアップとしての投資者保護基金。こういった

ものがあるかというふうに思っています。 



 

すでに先ほど準備金の議論の中でありましたとおり、そこについては賛同いたします。重ね

てお話しする部分といたしましては、では何パーセント積んでいくのかといった議論がよ

り重要になってくるかと思っています。 

 

暗号資産の場合、伝統的な証券とは異なる非常に多岐にわたる、また拡大性がすごく大きい

といった特質がありますので、このリスク比率ですね積み立て比率をいくつにするのか、こ

この議論というのは非常に重要だと思っております。 

 

先ほどコメントありましたように、やはり過度に積み立てた場合には経営を圧迫するとい

った事象がありますので、一体何パーセントにしていくのかという議論はやはりきっちり

と実態調査、それから実効性を踏まえたところでガイドライン等で明確にしていただきた

い。そこで決まった比率部分の相当額について、その保有資産については実効性を含めて流

動性・安全性・運用性の観点からきっちりと定義付けていっていただきたいと思っています。 

 

そうした場合に、やはり責任準備金の各業者での社内の資金留保というのは一定限界が出

てくるというふうに思っていますので、また資料にある「保険については認める」といった

ような記載になっていますが、むしろこういったサイバー等保険は積極的に活用すべきで

あるといったところの記載といったところも必要かなと思っています。 

 

3 つ目の投資者保護基金について、すでに資料の 15 ページにも一部記載がありますけれど

も、証券取引法ではすでに定めがあります。 

 

ただ暗号資産特性これを十分に織り込んだ制度設計というのはかなり多くの論点があると

想定されていますので、今後十分に議論をしていただきたいというふうに思っています 

 

従来のこの制度自身は企業の破綻・倒産、ここに生じるリスクを想定していますが、先ほど

からお話がありましたハッキング・不正流出それからサイバーアタックなどのシステム障

害等こういったものもどこまで保護対象とするか、その範囲の明確化。 

 

それから補償額の特定についても価格変動ボラテリティが非常に大きな暗号資産が対象に

なりますので、どの時点を評価確定基準日とするのかといった議論。 

 

それから暗号資産業者自身に過失が明らかに認められるような場合でのハッキング流出の

場合に、どこまでこういった共通基盤で補填するのかといった点。いずれにしてもそういっ

た論点を洗い出していただき、実効性を確保するための明確な制度化。これをお願いしてい



きたいというふうに思っています。 

 

2 点目の業務管理体制について、すでに皆さまお話しあったとおり賛同しております。 

 

特にこの②番について重ねて他の委員からもコメントありましたが、顧客がリスク負担能

力の範囲内で取引を行うことを確保するための確認体制とありますが、最終ページの金融

リテラシーの向上と合わせて、暗号資産の特性を踏まえてより実効性ある具体的な制度整

備の検討が必要だと考えています。 

 

本日資料の最終ページに JVCEA の自主規制ガイドラインについて、すでに年齢・収入・経

験の確認があります。また先ほどご説明がありましたようにモニタリングはすでに実施さ

れているといったところで理解しております。 

 

一方で、統制には事後的なモニタリングで発見する発見統制と、それとそもそもリスクの顕

在化を未然に防ぐ予防統制といったものがあります。 

 

特に暗号資産のように影響の拡大速度が早いデジタルトランザクションに関する統制につ

いては、有効な予防統制の実装が極めて重要と考えています。 

 

例えば、取引条件・保有限度があったかどうかという事後的な発見統制ではなくて、そうい

ったものをトランジョクション自身ができなくなるような、機能が有効に実装されている

かといったところの確認。 

 

さらには日時取引のキャップもしくはレバレッジの上限。あるいは短期頻度取引による過

剰損失発生。もしくは深夜連続アクセス等の一定リスクトリガー。 

 

こういったものと連動した制御機能の実装または自己排除機能実装など、デジタルリスク

の特性を踏まえて一定のリスク制御機能の実装を求める必要があるのではないかと考えて

います。 

 

ただ一方で、英国など導入しているクールオフ機能。ここでの議論にもありましたように、

投資の自己責任もしくは市場効率・機会損失・金融の国際競争力こういった阻害を担っても

ならないと考えています。 

 

したがって我が国としてどこまで実装整備していくのかといったところ、これはデジタル

特性においてより議論を深めていく必要があると考えておりますし、期待をしているとこ



ろでございます。 

 

最後に、銀行などあるいはそのグループ企業による暗号資産・発行・売買・仲介・保有につ

いて、既存の案を一定賛同いたします。 

 

一方で同時に他の G-SIFIs（国際的に重要な金融機関）などの動向を踏まえ、ステーブルコ

インとトークンの経済化における銀行・証券・信託といった業態を超えたデジタル統合金融

サービスの議論。これがすでに始まっているといったところもしっかりと考えていくべき

と考えています 

 

セキュリティトークンなどトークンビジネスはすでに幅広くもうすでに始まっているのは

ご理解の通りかと思いますが、同時にデジタル決済手段としてステーブルコインが今後一

気に広まると、同時にオンラインのデジタル上でのすべての金融サービスが完結し、スピー

ディー・安く・利便性が高い金融サービスの新規創出。これは国際的にも競争が加速してい

くというふうに考えています。したがって我が国としてもビジネス競争。こういった中でど

ういった形でそれをしっかりサポートしていくのかといったところも同時に考えていく必

要があるのではないかというふうに思っています。 

 

多様な裏付け資産を有するクリプト、これに加えてクリプトレンディング、もしくはクリプ

トトレーディング、トークン化の預金ですとか、MMF のトークン化など、いわゆるリアル

ワールドアセットがブロックチェーンに載せられてトークン化されていくといったところ

は日々金融サービスとして開発が進められている分野になります。 

 

したがってこの場合、トークンに多種多様な価値が乗っていきますので今回議論の対象と

なっている暗号資産。これは何を指すのかしっかりと明確に議論をしながら分析を進めて

いく必要があると思っています。 

 

セキュリティトークンなどは今回の暗号資産の定義で第一類型に該当するのではないかと

考えています。 

 

そうした場合に先ほどのお話がありましたけれども、銀行法の業務範囲規制・利益相反規

制・資本規制こういった元の銀行法・証券法・取引規範などの背景から既存の銀行証券の間

のファイアウォールの観点。これは矛盾なく守るべきと考えています。 

 

一方で先ほど申しましたデジタル統合基盤の議論。これはもうすでに避けられない状況と

考えておりますので、金融グループでの分業モデルもしくは信託モデル。グループ共有の金



融プラットフォーム型のビジネス開発など、一定の制度的にも各種明確に整備して金融サ

ービス発展の観点からもきっちりと明確にしていく必要があると考えています。 

 

一方横断して検討すべき課題も今後考えられますので、デジタルトークン市場での統合監

督体制これも新たに新設するなどの検討も考える必要が出てくるのかなというふうに思っ

ております 

 

またリテールビジネスとコーポレートビジネスというところでは、リスクが大きく許容範

囲も含めて異なると考えております。新規のこういった新しいビジネス。海外では特にまず

リテールには手が届いておらずコーポレートから始まっていますので、リテールコーポレ

ートビジネスこれを一体で考えるというよりも、そういったところはきっちり分けてリス

クの許容度も含めて規制も整備していく必要があるというふうに考えています。 

 

いずれにしても、新たな金融サービスの競争力これは制度上も十分加味して、合わせてリス

ク制御機能・損失補填・マネロン・サイバー対策等、規制もしっかり整備した上で社会的信

頼ある金融基盤の整備を実証していくということがより重要になっていくと考えています

のでよろしくお願いします。 

 

 

 

■大槻 奈那委員 

 

ご説明ありがとうございます。今日も非常に広範な範囲にわたるもので、どこからコメント

すればいいのかというのはちょっと悩んだところですけれども、まず第一に議論の方向性

について私の理解ということをお伝えしたいんですけれども、あくまでもこの市場という

のはある程度確立しているところであって、そもそも過度な負担を業者にかけることで減

衰させるってことがこの議論のスタート時点ではないというふうに理解してます。 

 

市場の健全な発展と利用者保護。この両方を目指すということであった。 

 

それから小川さんからもありましたけれども、国際競争力の維持向上という点にも配慮し

つつ議論を進めていくべきだということを改めて申し上げたいと思いました。 

 

その中で先ほど広告の話があったんですけれども、すいません私は個人的に今の時点で過

度なものになっているとは思えなくてですね、むしろ日本って今、株式以外って本当に個人

の方々が投資する対象が他の国に比べても先進国の中だと少なくなってしまっている中で、



それの行き先が暗号資産かどうかというのはもちろん議論はあるんですけれども、より広

い投資機会を与えるという観点も重要なんだと思います。 

 

広告の話というよりも、やはり後でもちょっとお伝えしたいところですが、今日の視点で論

点でもある無登録業者の勧誘とか勉強会そこら辺のエンフォースメントについては課題が

大いにあると思っています。 

 

その上でいくつかなんですけれども、まず 5 ページ目の事前届出についてです。他業態の

これから先の参入についてご指摘のとおりだと思うので、この趣旨で賛同するところです。 

 

これに加えまして、もしも他業態からの参入の場合については、その業界がすでに許認可を

受けている、あるいは管轄であるところの省庁、他省庁との連携もしていくべきだと思いま

す。 

 

これまでも出てきているように、極めてリスク特性が特異なものであることは間違いない

ので、そこについての喚起を、他省庁とも連携をとって行うべきかと思っております。 

 

それから 2 点目なんですけれども、先ほど来の責任準備金についてでございます。これも

原則賛同します。やはりこれをもちろん投資家保護という点でも重要ですし、それに業者さ

ん業界の方としても、この補償等の整備状況が他の交換業者との差別化要因にもなり得る

という意味でも、これをプロモートすることということが両方にとってベネフィットがあ

ると思うためです。 

 

ただ確かにこれについてどういう両立にするのかとか、もしこれ準備金でやる場合ですね

と同時に、例えば銀行でも補償上限があるわけなので、補償上限をどのように考えるかとい

うことも含めて、いろいろな観点から適正なレベル感ということを議論する必要があるか

と思います。 

 

有吉先生がおっしゃった過剰規制。これについては慎むべきというところでも賛同いたし

ます。 

 

それと準備金を整備する場合、その運用についても短期で流動性を確保すべきということ

は言うまでもないことかと思いますが、改めて意見として申し上げるところです。 

 

それから銀行および保険会社の子会社の暗号資産の仲介等についてでございます。これも

イコールフッティングの観点で賛成いたします。ただ銀行にとってみると、連結のこのオペ



レーショナルリスクについてどういうふうに考えるのかということについて、これをガイ

ドラインなり、それからどういう形で考えていくかという指針によっては、銀行にとって同

じく負担が大きくなる可能性もありますので、そこについても併せてご検討いただきたい

と思います。 

 

次がエンフォースメントについてであります。まずは 54 ページ目のインサイダー取引この

実効性確保について、ご提案のところについては賛成をいたしますけれども、やはり人的そ

の他の設備、キャパシティの観点については金融庁さん及び業界団体の皆さんについても

よく考えていただきたいと思います。 

 

それから同じくエンフォースメントについて、投資セミナーやオンラインサロン等につい

て、これらが投資運用助言業務に当たるかどうかということについてであります。 

 

今見えているだけでも相当、動画等でも配信されていると思いますので、こちらについては

ガイドラインをしっかりと設けるとともに調査権限の付与によってエンフォースメントを

確保していただければと思います。 

 

1 点だけ質問としては、どの程度のキャパが今見えている中で必要で、今のキャパシティが

それに対して何合目ぐらいまで準備できているのかということについて教えていただけれ

ばと思います。 

 

最後、31 ページ目の無登録業者についてなんですが、これ調査協力の強化ということは非

常に重要必須だと思っているんですけれども、これ相対で各国との取引交渉というのだと

限界もあるかと思いますし、新興国とも対象になるかもと思いますので、これについては国

際的な組織化、対話が必要なのではないかと思います。 

 

そして最後がリタラシーについてでございます。私も伝えるべきことということについて

はやや違和感があるところでございまして、ただ違う観点で需給関係によって決まるとい

う傾向についてはこの記述に対して私はその通りだと思うんですけれども、ただそれより

もこの業界の特徴というのは、おそらく市場の経験値が非常に低いのでボラティビティが

高いと。実際ボラを計測してみると 2013 年とか当時のボラティリティに比べれば相当小さ

くなってきているわけでありますので、そういった市場が若いことに伴う、経験値が低いこ

とに伴うリスク面ということも併せて啓蒙していただければと思った次第です。以上です。 

 

 

 



■回答 

 

エンフォースメントに関連して、どの程度の人的物的なキャパシティが必要か、あるいは今

何合目ということかということなんですけれども、具体的な数字でどの程度というのは申

し上げづらいわけですけれども、やはり株式などに関する取引に係るエンフォースメント

の現状の体制と比べますと、かなり差があるということだと思っておりますので、株式等と

全く同じ程度まで必要かということについてはまた一つ暗号資産の特性を踏まえてという

ことであると思いますけれども、いずれにしましてもこのエンフォースメントの人的物的

体制の強化というものがかなりやっていく必要があるものと考えております。 

 

 

 

■松尾 真一郎委員 

 

今回も資料が膨大で全てのコメントをここで申し上げることが難しいので、ここは 4 点だ

けコメントを行って、残りはまた書面で提出させてください。 

 

1 点目はやっぱりセキュリティの話です。まずは事務局資料 2 において、共助の大切さを強

調いただいてありがとうございます。システムセキュリティの基礎を学んだ人であれば、世

界共通の認識がここで共有されたことに感謝いたします。 

 

資料 4 の 7 ページ目において、委託先とサプライチェーンのセキュリティについてご明記

いただいたことについて、前回の私の説明を取り入れていただき感謝いたします。こちらに

ついては引き続き事務局金融庁のほうでの検討をお願いしたいと思います。 

 

その上で今回 JVCEA さんからの説明書について大きな危惧を感じました。正直、前述した

金融庁で進んでいる検討のレベルに事業者がついていけていないというふうに感じており

ます。 

 

JVCEA 資料の例えば 10 ページ目で これまでの取り組みとしてチェックリスト化というの

が書かれておりますが、一方で ISO/IEC 27000 シリーズのフレームワークを学んだ普通の

セキュリティエキスパートであれば、このようなシステムのセキュリティリスク管理は画

一的なチェックリストでは目的を十分に果たせないことは常識でございます。 

 

そして JP Crypto ISAC の連携のところで「意識も含めた基盤強化」と書かれておりますが、

それよりも広範囲で実践的なものであるということは、前回の私の発表とスライドを正し



くご理解いただけてなかったなということで残念に思っています。 

 

前回の私のプレゼン資料の 3 ページ目に書かれていたことをどう実装するか、どう実現す

るか、これがセキュリティ確保のための重要なことであり、他の業界であれば当たり前にや

っていることです。 

 

しかし今回の JVCEA の資料を見る限りによってそれが理解されていないことが分かりま

す。JVCEA の資料のページ 11 で例えば「オフラインで管理されている（USB やペーパー

ウォレット）」と書かれているところがありますけれども、例えばこのようなハードウェア

ウォレットが〇〇攻撃に対して安全な耐性があるということをどういうのにチェックして

いるのかご存知でしょうか。多分皆さんは世の中で売られているハードウェアウォレット

はセキュリティレベルが確認済みだと思っているかもしれません。それは事実ではありま

せん。 

 

ISO/IEC 15408 や FIPS 140-3 というのがその認証の仕組みであたるんですけども、そのセ

キュリティ評価に必要な STPP と呼ばれる基準の定義が必要なのにも関わらずロックチェ

ーンのハードウェアウォールというのによっては、まだに ST と PP は定義されておりませ

ん。BGIN でその議論を先週始めてこの議論には JP Crypto ISAC の方が参加されていまし

たが、JVCEA からは遠隔も含めて誰も参加していません。これが事実です。 

 

さてその上で資料 4、そして以前から事務局資料では様々な情報提供を暗号資産交換事業者

あるいは JVCEA が行うことが前提のように書かれております。しかし今の状況でセキュリ

ティを含めてそのような能力を持ちガバナンス体制があるのか。その確信を見ている証拠

を今まで提出してもらっていません。なのでそのような状況では事務局の全体の方向性の

整理に今すぐ賛同できるという状況ではないと思っています。 

 

2 点目は不公取引規制の各論のところです。今からコメントを改めて書面でお送りしますが、

その上でなぜ私が以前、類型①と類型②に分けずに横断的規制にしたほうがいいのかとい

うことを意見してきたのか。あるいは情報提供主体の中立性・独立性・利益相反耐性。再三

再始申し上げてきたのか。この危機感が実際、事務局に伝わっていなかったように思います

ので、ここで改めて強くお伝えしたいと思っています。 

 

これは極めてまず一般的な話ですけれども、異なる 2 つのフレームワーク、箱ができると、

この 2 つの箱の中のアービトラージの可能性が出てきます。 

 

つまり この 2 つに保有があることで経済的な新しいアタックサーフェイスを作ることにな



るわけです。 

 

金融庁の皆さまも日々法律をまたがる規制のアービトラージに頭を悩ませられていると思

います。 

 

それがこの箱を国内に作ることによって国内だけでもアービトラージの種ができてしまう

という可能性ができるわけです。第 2 回のワーキンググループでも指摘したように、類型

①と類型②は双方向かつダイナミックに類型が変わる可能性があります。 

 

そもそもこれまでの金融商法において、個別の金融商品が類型を移動する中で規制のあり

方を変え、その移動を動的にモニタリングしながら柔軟に対応するという経験はありませ

ん。 

 

そして一番の問題は、類型間の移動は個別の暗号資産についている価格に大きな影響を与

えることです。 

 

つまり、ここに経済的な利害関係が発生します。今の事務局案では類型の判断に事業〇〇が

一定程度かかることになります。 

 

皆さんもうおわかりだと思いますけれども、そういうことは既存の金商法が主体では、イン

サイダーとして関連できないこのような人たちが、類型を分けてしまったがばかりに、新た

なインサイダー的なものになるという可能性を生み出すわけです。 

 

アメリカのクラリティアクトとの現状の審議案では、どう法案が通過するかどうかを別に

して、マチュリティの判断経験を当局で SEC が持っていることになります。 

 

ここまで現在の事務局案では、その判断に JVCEA が大きく依存しているようになります。 

 

前述した理由により、ある意味 JVCEA が関与するのであれば、その理事、役員そして役員

を送り込んでいる企業の役員は、暗号資産の保有の禁止や制限そして売買の禁止を課すこ

とが必要です。 

 

今、所有や売買を行っている人がいたら、明確にインサイダー的〇能力を持っていることに

なります。JVCEA の体制強化だけではなく ガバナンスのようなものも抜本的な○○ 

 

つまりは今の事務局の方向を取り、〇〇をもとに見直して JVCEA に依存するガバナンスを



構築するということであれば JVCEAとそれに関連する企業から利益相反の関係を完全に取

り除く必要がありますし、それができないのであれば私が第 2 回に提案したような中立で

独立した情報提供者を新たに作る必要があります。 

 

そしてセキュリティの情報提供においても、JVCEA とその関係者に暗号資産を保有してい

た人がいたらどうでしょうか。保有している暗号資産の価格を気にして必要な情報提供に

バイアスがかかる可能性があります。 

 

つまり現状の案ではこういう大きな懸念が残っているために明確に委員として賛同できな

いというしかない状況です。 

 

3 点目は今回消費者庁の方がオブザーブに配られたということで、これまでの利用者保護の

事務局資料で抜けている点について指摘します。 

 

今回口頭で指摘するのはダークパターンに関するものです。暗号資産交換業のビジネス拠

点の中には取引所と販売所という異なる形態があります。 

 

販売所のほうがスプレッドが大きいケースが多いと思います。その上で販売所と取引所の

両方の取引ができる交換業のアプリで、取引所のアクセスより販売所へのアクセスが容易

になっていれば利用者が無意識に誘導されやすくなっていることがあると指摘されていま

す。 

 

金商法に移行した場合 第 40 条の適合性の原則、第 36 条の利益相反防止義務、第 38 条の

不当表示誤認防止義務、第 37 条の説明義務といった投資家保護規定の問題になります。 

 

この点につきまして金融審において金商法の規定が厳格に適用されるということを確認し

ておきたいと考えています。 

 

事業者から利用者への情報提供のあり方は今回の議題ではないものの、今回、事務局資料で

インサイダー規制について交換業者や JVCEAへのウェブサイトを重要なツールとして考え

ていることに、私としては委員としては認められない大きな結果を持っています。残念なが

ら実際にそのようなサイトの情報はほとんどの人が見ていません。 

 

インサイダー取引以外の、一方で利用者保護上クリティカルな情報の提供においても、この

ようなウェブサイトを作るという考えが引き継がれるようなことはあってはいけません。 

 



1 週間前に米国の関税政策をめぐり、暗号資産のフラッシュクラッシュが起こりました。 

 

暗号資産の世界は 24 時間 355 日動く世界ですので、日本の利用者が寝ている間に発生した

ら日本の利用者がより多くの損を被ることになります。 

 

このようなクラッシュクラッシュですごく得をしたインサイダーがいるという推測をする

人もいます。 

 

だとすると必要な情報提供は、実は緊急事実推測法や津波警報のようなものが必要なので

はないでしょうか。先週にはパクソス上のステーブルコインで 400 兆ドルのステーブルコ

インのご発行がありました。 

 

20 分ほどで取り消されましたけども、プログラムには常にバグの可能性があることを考え

ると、何か問題が起きたときの即時の利用者の情報提供は基本です。 

 

もし事務局案が JVCEAや交換業者が〇〇にアプリでなくウェブウェアを使ってアクセスす

る単純なウェブサイトの情報で、情報提供で十分であるとするならば、委員としては反対を

表明します。 

 

これまでお話した 3 点については、委員として現状の事務局案あるいは JVCEA からの資料

について賛同できない点が多く、次回のワーキンググループの資料でこれについて概ね賛

同得られたとまとめられることに関しては、極めて反対したいと思っていますので、次回ま

でにご検討いただけると幸いです 

 

改めてですけども これは今回の金商法への移行を賛成反対ということは全く関係なく、あ

のレベルのセキュリティとガバナンスの議論では今の状態では世界の流れについていけな

いということです。 

 

私としてはこの議論を機に日本の暗号資産エコシステムは世界の中で大きく飛躍すること

を願っており、日本の暗号資産エコシステムは世界と肩を並べるために必要条件として必

ず対応することを委員として求めるものです。 

 

4 点目です。簡単なご質問があります 

 

銀行の暗号資産保有について銀行が保有した場合、同時にバーゼル規制の対象ともなり、国

内実施されれば 1250%のリスクウェイトが課されることを考えると実は銀行にとって保有



するインセンティブはほとんどないというふうに思います。一方で日本の銀行がバーゼル

規制から離れるということは考えられないと考えています。この辺りの取扱いについて事

務局のお考えをお尋ねしたいと思います。以上です。 

 

 

 

■回答 

 

銀行のバーゼル規制のリスクウェイトについての質問でございました。ご指摘のように国

際合意の中で 1250%のリスクウェイトを課すということは合意されているところでありま

す。 

 

これを国内実施するかどうかについては今担当部局の方で検討をしているところでありま

すけれども、普通に考えれば国際合意でございますので、それを国内規制としても実施する

というのが基本的な方向性になろうかと思います。 

 

 

 

■松井 智予委員 

 

本日の議題多岐にわたりますが、2 つに絞って発言したいと思います。 

 

1 つ目の発言事項は業規制及び業際規制についてです。まず暗号資産交換業者の業規制の性

格については、他の委員もご指摘ありましたが利用者の財産管理及び退出時の資産の返還

また流出などに対応する補填のための責任準備金という形で、払い戻し対応と事故対応と

いうことで性格が異なる資金を区分けしつつ、いずれにしても責任資産を業種単体で確保

するということを基本思想とするものであり、この水準についていろいろなご意見はあり

ましたが、方針自体は妥当ところかと思いました。 

 

他方、業規制の中で重要な論点として、既存の金融業すなわち保険や銀行が金融資産として

暗号資産にどう取り組むかということにつき、今回の資料の 20 ページにおいて、現行の監

督指針では投資目的保有を禁止するという形が取られているのに対し、金融機関本体にお

いては発行者となること、売買当事者としてのディーリングさらに仲介を制限する一方で

自己保留の一環として投資目的で保有するということについてはリスク管理体制の下で認

め、また子会社金融業者による参入、金商業者による参入は全面的に OK ということにな

ったということであります。 



 

この方向性について異論があるわけではありませんがこのロジックについて整理をしてお

きたいと思います。 

 

というのもここで上がっているのが第一に銀行本体についての健全性のリスク、第二に銀

行だからということで購入者が安易に暗号資産を買ってしまうという社会的リスクに分け

て整理をされているところですが、この第一のリスクは制度が定着しあるいは他の委員の

ご発言にあったように銀行が暗号資産を扱っていることで投資者のリスクが少なくなるの

を逆に積極的に利用するんだという政策的な考慮によって第二の社会的リスクが解決され

たとしても、まだこの第一のリスクが残るという整理になるからです。 

 

しかし、この第一のリスクが解決不能であるとなってしまえば、およそ銀行が暗号資産を取

り扱う余地がないということになりそうなので、この点先ほどのように、業規制においてそ

れぞれの資産の中身、正確で区別をしながら保護措置を利用したように、リスクごとに資産

と体制があるのかという形での検討をするということが必要かと思います。 

 

まず事業の返済原資や流出資産の填補という流動性の面での対応というのは、暗号資産交

換業者になるということによりその規制の下で賄われる部分がある。また価格変動リスク

等はこのバーゼル体制の下でのリスクコントロールという観点から、最大限のリスクウェ

イトが積まれ、それによってこれを扱う経済的合理性がなくなるのではないかというご指

摘がありましたが、それは別としてこういった体制があるということだと思います。 

 

最後に、資料に挙げられているレピュテーションリスクやシステムリスクそれからマネー

ロンダリングなどに巻き込まれるリスクというのは突発的に扱っている資産の価値を大き

く超えて事業分野を超え、企業全体に波及する損失が発生するようなイベントのリスクと

いうことを意味します。 

 

こういったものは、例えば決済システムの不具合であるとか扱っている企業商品に悪評が

立つなど、既存のサービスにおいても起きるものであります。 

 

そういった損失は現在銀行の一般的な形状の損失リスクとして扱われると思うのですけれ

ども、これに対して暗号資産というのが特別に不確実要因があるであるとか、あるいは被害

が非常に大きくなるといったような特殊な特質があるため何か別の手当がないと従来の体

制ではその損失のバッファーは吸収できないということであれば、この部分というのが非

常に強い障壁になるわけですけれども、ここがマネロンリスク等の水準が経時的に見極め

られてゲージをコントローラブルであるとなった場合には、この第 1 の部分の懸念点とい



うのは解消ができるものであるというふうに理解するのではないかと思いましたというこ

とです。 

 

次に、第 2 にインサイダー取引の規制方法について 44 ページで重要事実につきバスケット

条項を置くことについて了解をいたしました。 

 

この形では、またあるいはガイドラインなど他の形を取る場合でも、暗号資産が類型①の暗

号資産なのか類型②に当たるのかによって重要事実が何なのかが変わってくる上、それぞ

れについて外側にバスケット条項で広がれる内容が出てきます。 

 

この類型の判別が大きな分岐になる可能性があるということの他、例えば国内業者が取り

扱うあるいは取り扱う予定がある暗号資産であれば、DEX や P2P を含め、規制の対象とす

るという適用範囲もこれは適正と思いますけれども、規制の適用範囲となるかどうかとい

う点についても、買う側について可視性がそれほど高くなくなってしまうということはあ

るかと思います。 

 

この 2 つの可視性の低さへの対処として適切なのかというところがありますが、41 ページ

の一番下にある情報提供ということが一つ重要になるかと思いました。 

 

情報提供に際して規制の対象となるかどうかに加えどのくらい発行数・分散・流動性等があ

るのか、どういう性格の資産なのかといった情報もあるといいかなというふうに感じたわ

けですが、とはいえ今しがた松尾委員から JVCEAに依存するということについてのリスク、

主体の中立性のほか、情報を閲覧する可能性などいろいろなリスクというものがあり得る

というご指摘がありましたので、こういった形での情報提供を充実させるという方向性を

取るかどうかということも含め制度設計についていろいろと工夫をいただくということが

このインサイダーの中身についての情報提供については非常に重要かというふうに思いま

した。以上です 

 

 

 

■岩下 直行委員 

 

まず最初に今回から消費者庁さんにオブザーバーで参加していただくことになりました。

前回の私の提案を受け入れていただきどうもありがとうございます。 

 

これからもいろいろと消費者庁さんにとっても大事な議論がいろいろ繰り広げられると思



いますので、ぜひ行政内部でしっかりとした情報共有がなされることを期待するところで

あります。 

 

さて今回の金融庁の見直し資料。資料 4 についてまずコメントさせていただきたいと思い

ます。 

 

皆さまこれまでご発言したとおり、この業者規制を特に伝統的な金融機関と暗号資産交換

業者となって、どのように住み分けるかというか、どのようにコミングルするかというか、

そういう部分について今回の資料の中でかなり具体的な案が出てきたということだと思い

ます。 

 

事務局資料の 5 ページでは、既存の証券会社、金融商品〇〇〇〇業者について、再登録を前

提としてほぼ全面的な暗号資産への参入を認めるということだと思いますし、方々20 ペー

ジでは銀行や保険会社といった会社について投資としての保有は何となく容認する方向で

あると。ただ株式と同じようにまさに募集取扱いというか、そういうものは当然できないよ

とそれは自然であって、それは子会社なら OK という整理なんだと思います。 

 

このように読んでいきますと、従来、暗号資産というのは伝統的金融からは隔離されてきて、

資金決済法に基づく暗号資産交換業者がオフチェーンの顧客との取引を行うということが、

ほぼ唯一のルートであったに対して、これを伝統的金融に段階的に統合していこうという

提案のように思います。 

 

ただ私自身は暗号資産の構造的リスクを考えれば、こういうのようないわば全面的な制度

統合というのはもっと慎重に考えた方がいいんじゃないかという視点からいくつか申し上

げたいことがあります。 

 

今回の見直しの線引きを組みますと、従来の伝統的金融と分散型金融なんていう言い方を

して暗号資産と伝統的な銀・証・法の領域を分けていたんですが、今回はその中でも証券会

社というのを間において、両者の間の統合を進めようということのように見えてられます。 

 

確かに値動きのある商品という意味では、暗号資産と株式などの有価証券は共通している

部分があります。 

 

しかし証券市場というのは、これは教科書的な話ですが、本来企業の成長とか社会的価値の

創出を資本の力で支えるという理念的な基盤があったはずですよね。 

 



実際に証券会社さん、大手の証券会社さんや証券取引所さんの IR 資料あるいはテレビの広

告などを拝見しても、社会に資する投資であるとか持続的成長への貢献であるとかといっ

た言葉が繰り返し強調されてきたわけであります。 

 

それに対して暗号資産市場は値上がりしているという意味では投資家にとってリターンを

与えるものとして良い投資という言い方もできるわけですが、結局、匿名性を持ったよくわ

からないものを価格変動をするということであって、そこに投機的に値上がり益を狙って

投資をするということなので、経済的な性格はこれまでの伝統的な株式などとは根本的に

違うもののように思うわけです。 

 

果たして、証券業界さんはこれまでの理念を保ったまま、この分散型の新しい暗号資産とい

うものを自分たちのビジネスの中に統合していけるんだろうかというのは、なんとなく私

自身も証券業界さんの立場に立ってみると不安ですし、制度改正は非常に大きな転換点を

示しているように見えるところであります。 

 

ただですね、今回の提案、なんとなくスパッと全部統合しますよっていうふうに書いてない

わけですよね。 

 

伝統的金融に暗号資産のリスクが波及しないように、制度上の防御線みたいなのをなんと

なく残したまま限定的にちょっと関与させていく。特に銀行、保険の領域はそういうことで、

非常に微妙なバランスの上に立っているように思えます。 

 

技術的制約も多いわけですね。銀行保険あるいは伝統的な証券会社さんも暗号資産交換業

者さんと同じ技術を持っているわけではないので、そこに制約もありますし、そもそも伝統

的金融さんが暗号資産に深くコミットしようとするインセンティブはそんなにないように

私には思います。 

 

いわゆるステーブルコインで云々という話も新しい分野へのチャレンジとして多くの選択

肢の中に入ってくるかもしれませんけれども、メインの部分を分散型のブロックチェーン

の上に行きましょうという話は私は株主に聞いたことはございませんので、そういう意味

では何かの新しい動きのところに、暗号資産の値上がりによってそこが目移りしてしまう

部分があるかもしれませんけど、伝統的金融というのは それはこれまでのスタイルという

ものを基本的にしているんだと私は思っているんですね。 

 

そう考えると 何となく今回の事務局提案自体が本当に完全に統合して良いものかという、

ためらいを感じるところでもあります。 



 

そういう意味では制度として構成しながらも、業務的には実際に距離を置くという、さじ加

減の難しさというのがあるかなと思うんですね。 

 

これなんでこういうことになるのかというと、結局これはなかなか暗号資産を既存の金融

秩序の中に取り込もうとするために必然的にこういう構造的な限界があるということだと

私は考えています。 

 

この点を理解する上で、社会的な背景を触れておきたいと思うんですけども、最近アサヒビ

ールとかアスクルとかがいわゆるランサムウェアの被害にあって、社会全体に大きな不安

が広がっています。 

 

報道の多くは被害の実態は沈めとどまっていますけれども、こうした犯罪の背後には匿名

での身代金受け渡しを可能にした暗号資産の仕組みがあることは明らかです。 

 

暗号資産はマネーロンダリングの身代金の決済であるとか、さらには先ほどご説明もあっ

たと思いますけど、テロ資金の調達の手段として実体経済の裏側で犯罪を支える基盤的な

仕組みとして定着してしまっています。 

 

このことだけを見ても暗号資産が社会にもたらした負の影響の大きさというのは明らかな

んですね。 

 

一般投資家が国内の暗号資産交換業者を通じて、オフチェーンの取引の世界で保有してい

る暗号資産というのは、別にこうした反社会的な行為に直接利用されるわけではありませ

ん。 

 

しかし、制度的に監督可能なオフチェーン取引は暗号資産市場全体のごく一部に過ぎませ

ん。 

 

膨大な暗号資産が暗号資産ウォレット上で流通しており、そこでは誰が保有し、どこに送金

しているか把握することはできないんですね。 

 

しかもオンチェーンとオフチェーンというのは 別に遮断されているわけじゃなくて、両者

のあいだで日常的に様々な階層において資金の移動が行われています。 

 

このため、監督可能な部分だけを切り取って、 綺麗な箱庭を整備しようとしていますね。



結局、匿名で流通する暗号資産の全体構造から切り離すことはできないんです。 

 

むしろ制度的に整備された交換業者が結果としてオンチェーンの資金洗浄とか不正な行為

の入り口とか出口として利用されてしまうリスクというものもございます。 

 

これについて先ほど協会さんの方から対策を講じていますというご説明があったところで

すが、残念ながら現実にはその対策がほぼ機能していないというふうに私は考えていまし

て、実際に世の中で大量の交換業者さんを通じた形で不正な送金が行われて、後手に回る形

でそれが規制されているというのが実態だと私は考えています。 

 

したがって暗号資産市場の整備をどんなに進めても犯罪利用を完全に遮断することはでき

ず、市場クリーンなものにすることは原理的にできないんですね。 

 

現代の政策はこういった構造的なリスクを前提としつつ、少なくとも伝統的にシステムが

その影響を受けて汚染されないように防御線を引くというか、そういう防御的な判断に基

づいているというのが今これまでのところだと思うんですけども、こういうことを考えれ

ば、例えば銀行というのは膨大なコンプライアンスコストをかけてマネロン対策に大変な

費用を投じているわけですね。 

 

この伝統金融機関の人たちの立場にすると、やっぱり暗号資産ビジネスそのものに慎重な

姿勢を取っているのは割と当然なことだと思うので、制度として、そういう取り組みと矛盾

する方向を誘導することは、これは適切ではないと私は考えていまして、今後は規制当局の

さじ加減が非常に重要であることを指摘しておきたいと思います。 

 

あとインサイダー取引資料の 41 ページにインサイダー取引の規制があって、この中で DEX

や P2P といった分散取引環境も規制対象に含めるという大変威勢の良い発言があるわけで

すけれども、この方向に自己〇〇体制を持たせることは不可能です。 

 

そもそも利益主体が誰なのか、どこで行われるのか不明確であって、実態把握さえ困難でし

ょうから、暗号資産の価格形成自体はグローバルかつ匿名的に行われる以上、国内法制だけ

でインサイダー取引とか価格操縦などの不公正取引を完全に防ぐことはもともと不可能な

んですね。 

 

現実的に国内法で対応できるのは、多分国内で発行され、国内で売買される ICO トークン

とかの一部の発行体が特定できる領域に限られるでしょう。 

 



もちろん、こういった対策を講じることには一定の抑止効果があると思いますので、講じる

こと自体は反対ではありません。 

 

ただ暗号資産 一般において、不公正取引を制度で根絶するということはできないと私は考

えています。 

 

したがって、今回はこのあと報告書を作成することになると思うんですけれども、「これに

よって根絶できます」みたいな誤解を与えないようにした方がいい。 

 

その意味では、制度の持つ限界を明示的にディスクレーマーとして記載するということが

誠実な委員会としての対応ではないかと考えています。 

 

最後に、ちょっとだけサイバーセキュリティについて申し上げたいと思いますが、もともと

暗号資産業が抱えるリスクというのは伝統的な金融とは根本的に違うんですね。 

 

暗号資産というのは匿名性を前提する仕組みですから犯罪取引に容易に利用されているわ

けですね。 

 

そうするとこれ、攻撃者にとってはものすごく恰好の標的なんですよ。一度システムが突破

されたらもう交換業者が預かっている顧客資産が一気に流出してしまって、実質的に回復

不能になるという意味で、これは銀行や証券も確かに最近サイバー攻撃を受けていろいろ

な被害が出てますけれども、それはある意味で一部の取引、一部の顧客に対するものとして

限定的に発生しているのであって、たまにシステムが停止とかありますけれども、顧客の扱

っている資産全部が一気に失われるなどというそういう攻撃というのは今のところ銀行は

証券と受けてないですね。 

 

その意味では暗号資産交換業というのは従来の金融機関とは比較にならないほど高いサイ

バーリスクを内包していると思うわけです。 

 

しかも何度も議論が出てきますけれども どっちかというと証券会社でほふりに預けてい

るというよりは、銀行のように自分のところで顧客財産を全て預かっている立場ですので、

もし仮に問題があったら、投資家保護の観点から顧客資産が全部が消失してしまうという

リスクがありますので、非常に厳格な銀行・証券よりもはるかに同等以上の厳格な管理が必

要されると思うんです。 

 

この観点からすると、軽々しくこれは安全だというメッセージを規制当局が発することは



あまりいいことではないと私は考えています。 

 

前回制度改正でコールドウォレット管理を義務付けるという議論がありました。 

 

今日も資料 2、資料 3、資料 4 の中にコールドウォレットの言葉が何度も出てきましたが、

これ実は厳密に言葉として定義されてないと私は思っていまして、もともとリスク分離を

目的としたものだったんですけども、定義自体が曖昧なので、いろんな人が私もコールドレ

ッドですってみんなに言い出したんですよ。結果として我が社では全ての取引をコールド

レッドで取引してますから絶対安全なんですっていう暗号資産交換業者から現れました。 

 

どこあろう DM のビットコインです。この DM ビットコインがコールドウォレットという

言葉を宣伝文句に用いてバンバンに広告を打っていた会社が攻撃を受けて結局最終的には

事業廃止に至ってしまったということは非常に象徴的な事件であると思います。 

 

この意味では、言葉が安全性の保障と誤解されて、結果的に非常に大きな被害をもたらした

という意味では、制度設定の難しさというのを如実に表していると思うんですね。 

 

その意味では なかなか今回の資料全体として言えることなんですけど、現行制度の中で可

能な限り一生懸命なんとか整備しましょうというふうに考えているわけですけれども、そ

の方向性自体はある意味でそうするしかないようなことなので、私自身は何がしか全体的

に賛同したとまとめられてどうかと言われると私は言われてもしょうがないかなと思うん

ですが、ただ暗号資産の構造的に抱えるリスクを完全に制御することはできないというこ

とですね。 

 

制度で制御する領域と、制度では制御できない領域というのをちゃんと明確に区別したほ

うがいいわけです。それをしっかり透明性を持って説明していくことが不可欠だと思いま

す。 

 

制度の限界を正直に示して、そのリスクと責任の所在を明確にするその透明性こそが今後

の暗号資産という不安定な領域における健全な政策運営の礎になるんじゃないかと考えて

います。私からは以上です 

 

 

 

 

 



■松尾 健一委員 

 

私も事務局資料の 4 についていくつか申し上げます。まず、銀行・保険会社による暗号資産

の取扱いについてですが、今、岩下先生からは伝統的な金融商品とは違うというご指摘もあ

りましたけれども、金融商法はすでにデリバティブ取引について規制対象としてまして、デ

リバティブの中には金融資産を原資産としないものもあり、もっぱらそのリスク分散リス

クコントロールの観点からその取引をするというものも含まれておりまして、ここで銀行

や保険会社というのがポートフォリオのリスクコントロールの観点から暗号資産の保有を

望むと、どこまでニーズがあるかは分かりませんが、のであればそれを禁止するということ

はないのではないかなと思います。 

 

一方、仲介の方ですが、こちらについては松井委員がご指摘にありましたけれども、やはり

銀行ですとか、特に銀行の関連会社等が使うということになると、消費者がそれを安全だと

誤認するというリスクはなお残ると、いくら本体でなくても残るということはあるかと思

います。 

 

一方で自主規制機関が脆弱であることを考えますと、こういったある程度資力のある業者

がもし入ってくるのであれば、銀行・保険会社の子会社として仲介のところに入ってくるの

であれば、そういった自主規制機関の基盤の強化につながるという意味では、消費者の保護

につながる点もあるので、そのあたりのバランスかなというように感じました。それが 1 点

目です。 

 

それから無登録業者のところですけれども これについてはぜひ反則調査の権限を監視委

員会に与えるとかですね。そういったところも含めてご提案の方向で進めていただきたい

と思います。特に民事効についてはなかなか説明が難しい部分もあるかとは思いますけれ

ども、ぜひ実現していただきたいというふうに考えております。 

 

そのこととの関係で 29 ページですかね。海外の無登録業者をどう扱うかというところが少

し難しい問題として残っている。 

 

そして、その勧誘することなくつなぐ行為自体は株式等についても規制対象になってない

ということなんですけども、例えばその暗号資産ですと、海外で取引されているところにつ

なぐためのインターフェースのようなアプリの提供するというような行為を例えば勧誘に

は当たらないのか、当たらないとしても何かこれまでにはなかった暗号資産特有のものと

して独自の規制の対象にする必要があるのではないかということを感じました。 

 



これはDEXのところでユーティリティのインターフェースの提供行為について何かこうい

う規制を課すべきではないかという問題提供されているところにも通ずるんですけれども、

そのあたりは少し、例えばそういったアプリの提供を国内の業者がやっているのであれば、

何かそこに規制を課すことで間接的に止められないかなというようなことを考えました。 

 

最後にインサイダー取引でありますけれども、概ね方向性については賛成であります。 

 

1 点少し細かいのですけれども、IEO のところで第 2 回でしたかね。ご説明があった際に、

一旦発行すべき暗号資産を全部発行してしまってあるものに全て割り当てると。その人が

徐々に市場に出していくというようなケースもあるんだというお話があったと記憶してお

ります。 

 

そうすると、全てを一旦引き受けた取得した人が暗号資産を市場に出していくという行為

も発行に準じて扱う必要があるのではないかなと。売り出しは株式の場合は重要事実には

ならないわけですけれども、どうも IEO に特有のあるいは暗号資産にそういう現象がある

のだとしますと、少し発行に準じたものとしてインサイダー取引の重要事実との関係でも

捉える必要があるのではないかと感じました。以上です。 

 

 

 

■河村 賢治委員 

 

私もインサイダー取引のところに絞って発言をしたいと思います。 

 

私自身は不正行為の一般的な規定とガイドラインの組み合わせによって、ガイドラインで

処罰範囲の明確化と暗号資産市場の特徴であったり、変化に迅速に対応していくというこ

とを確保しつつ、形式違反ではなくて実質的に悪質な行為を刑事罰の対象にしていくと。 

 

課徴金については、もしかしたら形式違反的な要件のほうで対応していくという考え方も

あるのかなというふうに思っているわけですけれども、私個人の考え方としては そうした

法制を施行するものなんですが、おそらく今回のご提案というのはそのあたりのことは理

解しつつもやはり日本の法制では難しいということかなというふうに思いながら聞いてお

りました。 

 

その上で必ずしも海外と同じような法制にする必要はないということも理解しつつなんで

すが、43 ページの欧州のインサイダー取引規制との比較という観点から少し発言をさせて



いただければと思います。 

 

こちらで内部情報の定義のところで、直接的または間接的に単数または複数の発行者・募集

者もしくは上場申請者というところと、または単数もしくは複数の暗号資産ということに

なっていて、「または」でそこが区切られていますので、要するに発行者等に紐づかないも

のであっても、暗号資産そのものに関連するのであれば内部情報になり得る定め方になっ

ているのかなというふうに思います。 

 

ちょっと不勉強なので私間違った理解をしているのかもしれませんけれども、そうだとす

ると、例えば公表されれば価格に重大な大きな影響を及ぼすような暗号資産の機能の変化

であったり暗号資産の数の増減あるいは暗号資産の取引状況、取引情報であったり、あるい

は先生が言っておられたような暗号資産の利用状況あるいは暗号資産に関する国の政策な

どもここでいう内部情報に含まれる可能性というものがあるのかなと。 

 

仮にそうだとすると、44 ページで今回ご提案いただいているこの 1、2、3 の重要事実の中

に、今言ったようなものが含まれるのかどうかというのが気になっているところです。 

 

暗号資産の取引情報のうち、例えば大口取引に関してはこちらの提案の中に入っているわ

けですけれども、先ほど例えばということで申し上げた機能の変化であったり、数の増減で

あったり、利用状況であったり、国の政策であったりそうしたものが入ってくるのかどうか

というところが一つ気になりました。 

 

それからまた 43 ページに戻っていただいて、対象者のところなんですが、③のところで雇

用職務もしくは任務の遂行を通じてというのと、または分散型台帳技術もしくはこれに類

する技術における役割というところがありまして、もう一つ④のところで犯罪行為に関与

していることというのがあるわけですけれども、このうちまず③の分散型台帳技術もしく

はこれに類する技術における役割というところに関して言うと、これも私間違って理解し

ているかもしれませんけれども、もしこれの中に例えばマイナーですとかバリデータが暗

号資産の取引情報というのを知って当該取引承認する前に自分の取引を行うという、いわ

ゆるフロントランニングみたいなものも含まれてくるのかなと。 

 

もしそうだとすると、必ずしもマイナーとかバリデーターというのは業者であるとは限ら

ないわけですから、業者規制通じてフロントランニングを先ほど申し上げたようなものを

規制できないんだとすると、ここですごく意味を持ってくることになるのかなというふう

に思いました。 

 



そうだとすると、例えば今度は 48 ページ目のところのご提案になるわけですけれども、今

言ったような行為というか、規制対象者がここでいう規制対象者案の中に入ってくるのか

どうかということですとか、あと犯罪行為を通じてというのもありましたけれども、こちら

の案ですと上記のものが職務等を通じてというふうに書いてあって、この等の中に例えば

犯罪行為みたいなものも含まれるのかどうかとか、その辺りも少し比較法の中で気になっ

たところで、同じにする必要はないと思うんですけれども、違うのであればなぜ違うのかと

いうところについて何かしら説明というか理由があってよいのかなというふうに思った次

第です。簡単ですけど私からは以上です。 

 

 

 

■伊藤 亜紀委員 

 

私からは 1 点だけご質問とコメントをさせていただきます。 

 

その前提として総論ですが、事務局資料について大きく異論はございません。 

 

現状の資金決済法の記載からは随分厳しくなるというような印象を持ちますけれども、暗

号資産を金融商品と位置づける上で必要なことと理解しております。 

 

とはいえですね、前回まで多くの委員からご発言がありましたけれども、厳しい規制をした

からといって暗号資産への積極的な投資に国のお墨付きを与えたような誤ったメッセージ

にならないようにというのは注意しなければならないことを重ねて改めて申し上げます。 

 

これを踏まえて 1 点だけ質問と意見でございます。 

 

資料 4 の 21 ページ。銀行の保険会社による投資目的での暗号資産の保有についてです。 

 

先ほどバーゼルについてご質問のご回答がございますけれども、事務局資料の中で十分な

リスク管理体制整備等が行われていることが前提。これを前提として分散投資の対象とし

て認めるというふうになっていると思うんですが、先ほどの銀行に関するバーゼル以外で

もしイメージされているどのような方式でどのようなレベル感で体制整備を求めるかとい

うイメージがございましたら教えていただきたいと思います。 

 

それに関する意見なんですけれども、先ほど今回の改正によって暗号資産が投資先として

国がお墨付けを与えたというような誤解を招いてはいけないといけないと申し上げたんで



すけれども、そうは言っても今回金商法で位置づけられたことによって、暗号資産を分散投

資先にしたいという機関投資家というのは現れてくるんだろうというのは想定されること

でございます。 

 

そう考えた時に、銀行や保険会社、経営健全性がかなり、公共性もかなり求められる業界の

分散投資先として暗号資産というのを認めること、それをどのようなどの程度の制約を課

して認めるかというのは国の暗号資産に対する投資商品としての位置づけを示す一つのメ

ッセージになり得るのではないかと考えています。 

 

なので、ここでの議論というのは金商法の改正ということで銀行・保険会社を対象とした議

論になっているんですが、他の公共性を有する機関投資家。例えば GPIF のような機関が今

後暗号資産投資に踏み出すのか可否できるのか、ぜひするのかといった議論にも波及し得

ることかなと考えています。 

 

なので銀行や保険会社に関する制度設計に際しましては、他の機関投資家へのメッセージ

になり得る、横展開があり得るということをしっかり意識して検討いただければなと思う

次第でございます。私からは以上です。 

 

 

 

■回答 

 

銀行保険会社が暗号資産を保有する際のリスク管理体制整備のイメージということでご指

摘ありましたけれども、先ほどからございますように、バーゼル規制の中でのリスクウェイ

トというのが一つ大きな要素としてはあると思っていますけれども、その他どのようなリ

スク管理体制整備 具体的なものを今この時点では検討中でございますので、ちょっと具体

化するのはこれからということになりますけれども、ご指摘いただいたように特に中小の

金融機関において過大に保有をするということはあまり適切ではないというふうに思って

いますので、そういう銀行のサイズですとかそういうこともよく勘案しながら具体的に体

制整備等の基準を考えていくことにあろうかというふうに思っております。 

 

 

■佐古 和恵委員 

私からは 1 点だけコメントさせていただければというふうに思います。 

 

今回の資料は利用者保護に向けてできることをいろんな方面からされている資料だという



ふうに私は理解しております。 

 

私の勉強不足もあると思うんですけれども、この資料からはどういう人を守ろうとしてい

るのかというところの守ろうとされている人の像があまり見えてこなくて、なので具体的

にちゃんと守られているかどうかというのを個人で判断するのが難しいなというふうに思

っております。 

 

実際にどういう人が被害を受けているのか、困っているのかという点で、先日の 10 月 10

日のトランプ発言でうちの学生が「やられたと」いううめき声を言っているのは聞いてはい

るんですけれども、例えば前回委員会で発言の挙がった消費者センターの中で、実際に本当

に困られている人。私たちが保護しなきゃいけない人たちの声を聞いて、今回の施策がこれ

から将来そのような人たちを生まないように、どういう不正の発見ができて、どういう対策

ができているのかということを考えていきたいというふうに思いました以上です。 

 

 

 

■日本ブロックチェーン協会 加納裕三代表理事 

 

資料 4 の方は概ねで賛成で、今回資料 2 のサイバーセキュリティに関してコメントしたい

と思います。なお我々監督される立場でありながら意見をすることについてはお許しいた

だきたいと思っております。 

 

まずクリプトのサイバーアタックというのは大きく 2 つに類型されていると考えていまし

て、やっぱりフィッシングと不正なアドレスに改ざんをするということです。 

 

同時にセキュリティなんですけれども大きくこれも 2 つあって、コモディティ化された一

般的な金融のセキュリティと、ブロックチェーン特有のセキュリティに分かれています。 

 

まず共助の概念でサイバーセキュリティを防ぐというのには賛成しております。 

 

ただ一方で、共助というのが本当に共助なのか。例えば JP Crypto ISAC ですけれども、大

手 2 社であるビットフライヤー、コインチェック社が入っていない。 

 

これまさにセコムとアルソックが入っていないような業界団体になっていて、共助と言い

ながら一方的に機密情報を取得されるというリスクを恐れているということが考えられま

す。なので あくまでもこういったセキュリティ、最重要機密事項が強制的に競合他社に流



れるような仕組みというものに関しては反対します。 

 

なぜ反対するかというと、そのような社会主義的な組織・社会というものは技術の発展はあ

りませんし、セキュリティエンジニアは非常に採用が難しくて、こういったセキュリティエ

ンジニアの努力をむげにして、セキュリティ対策は発展しません。また、投資をする意味も

ありません。 

 

なので、あくまでも共助の部分というのを明確にしていただいて、一般的なコモディティ化

されたセキュリティを共有するという部分に関しては賛成です。 

 

ただ、最重要機密情報の共有を強制されるような仕組みというのには反対をいたします。 

 

特に警察組織の JC3 であったり金融アイザックといった、より中立構成である組織と連携

をして国家単位でクリプトのサイバーセキュリティを向上するということが求められてい

ると考えております以上です。 


